
合
意
実
現
、
監
督
上
の「
共
通
言
語
」と
な
る

保
険
分
野
の
国
際
資
本
基
準

米
国
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
評
価
も
実
施
、

26
年
３
月
期
決
算
か
ら
国
内
適
用

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の

Ｉ
Ｃ
Ｓ
策
定
ま
で
の
経
緯

　

保
険
分
野
に
は
こ
れ
ま
で
、
銀
行

の
バ
ー
ゼ
ル
規
制
の
よ
う
に
、
保
険

会
社
の
財
務
健
全
性
を
評
価
す
る
国

際
統
一
基
準
は
存
在
せ
ず
、
各
国
の

保
険
当
局
が
独
自
の
資
本
規
制
（
ソ

ル
ベ
ン
シ
ー
規
制
）
を
構
築
し
て
き

た
。
こ
う
し
た
な
か
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は

金
融
危
機
を
受
け
た
国
際
金
融
規
制

改
革
の
一
環
と
し
て
、
国
際
的
に
活

動
す
る
保
険
グ
ル
ー
プ
（
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｇ

ｓ
）
に
対
す
る
包
括
的
な
グ
ル
ー
プ

一
体
の
監
督
・
規
制
枠
組
み
の
策
定

を
進
め
て
き
た
。
こ
れ
は
２
０
１
３

年
９
月
に
開
催
さ
れ
た
20
カ
国
・
地

域
（
Ｇ
20
）
サ
ン
ク
ト
ペ
テ
ル
ブ
ル

ク
・
サ
ミ
ッ
ト
の
首
脳
宣
言
等
を
踏

ま
え
た
も
の
で
あ
る
。

　

Ｉ
Ｃ
Ｓ
は
、
こ
の
監
督
・
規
制
枠

組
み
の
う
ち
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｇ
ｓ
に
適
用

さ
れ
る
定
量
的
な
資
本
基
準
に
位
置

付
け
ら
れ
る
。

　

Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
19
年
11
月
、
複
数
回

の
市
中
協
議
と
影
響
度
調
査
を
経
て

「IC
S Version 2.0

」
に
合
意
し
、

５
年
間
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間
と
位

置
付
け
た
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間
で

は
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｇ
ｓ
か
ら
機
密
扱
い
で

の
Ｉ
Ｃ
Ｓ
報
告
を
毎
年
受
け
、
Ｉ
Ａ

Ｉ
Ｓ
や
監
督
カ
レ
ッ
ジ
（
各
保
険
グ

保
険
監
督
者
国
際
機
構
（
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
）
は
２
０
２
４
年
12
月
、
南
ア
フ
リ
カ
共
和
国
の
ケ
ー
プ
タ
ウ
ン
で

開
催
さ
れ
た
年
次
総
会
に
お
い
て
、
保
険
分
野
に
お
け
る
初
の
国
際
資
本
基
準
で
あ
る
Ｉ
Ｃ
Ｓ

（Insurance C
apital Standard

）
を
採
択
し
た
。
ま
た
、
そ
れ
に
先
立
ち
同
年
11
月
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｓ

と
、
米
国
が
開
発
を
進
め
て
い
る
合
算
手
法
（
Ａ
Ｍ
）
と
の
比
較
可
能
性
評
価
の
結
論
を
公
表
し
て
い
る
。

今
後
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
、
各
法
域
に
対
す
る
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
実
施
評
価
を
行
っ
て
い
く
予
定
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、

Ｉ
Ｃ
Ｓ
合
意
の
背
景
や
要
点
、
米
国
Ａ
Ｍ
の
位
置
付
け
も
含
め
た
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
解
説
し
た
い
。

金
融
庁

総
合
政
策
局　

総
務
課

国
際
室
国
際
保
険
規
制
調
整
官

大
原
育
明

Ｐ
ｗ
Ｃ
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
監
査
法
人

保
険
ア
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス
部

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

坂
本
瑛
樹
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ル
ー
プ
を
監
督
す
る
各
国
・
地
域
の

当
局
に
よ
る
監
督
上
の
協
力
の
た
め

の
フ
ォ
ー
ラ
ム
）
に
お
い
て
、
算
出

の
適
切
性
や
実
施
上
の
問
題
等
を
議

論
し
て
き
た
。

　

23
年
６
月
に
は
、
規
制
資
本
（
監

督
措
置
の
ト
リ
ガ
ー
と
な
る
資
本
基

準
）
と
し
て
の
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
最
終
化
に

向
け
た
市
中
協
議
を
公
表
し
た
。
ま

た
、
金
融
庁
と
し
て
も
こ
う
し
た
議

論
に
積
極
的
に
参
画
し
て
き
た
中
で
、

23
年
11
月
、
金
融
庁
の
有
泉
秀
金
融

国
際
審
議
官
が
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
の
実
質

的
な
最
高
意
思
決
定
機
関
で
あ
る
執

行
委
員
会
の
議
長
に
選
出
さ
れ
た
。

　

そ
し
て
、
南
ア
フ
リ
カ
共
和
国
の

ケ
ー
プ
タ
ウ
ン
で
24
年
12
月
に
開
催

さ
れ
た
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
年
次
総
会
で
、
規

制
資
本
と
し
て
の
Ｉ
Ｃ
Ｓ
が
採
択
さ

れ
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
最
終
化
は
、
25
年

２
月
に
同
地
で
開
催
さ
れ
た
Ｇ
20
財

務
大
臣
・
中
央
銀
行
総
裁
会
議
後
に

発
出
さ
れ
た
議
長
総
括
で
「
金
融
規

制
改
革
を
実
施
す
る
上
で
重
要
な
節

目
と
な
る
」
と
示
さ
れ
て
い
る
。

公
平
な
競
争
条
件
の
確
保
や 

リ
ス
ク
管
理
高
度
化
に
寄
与

　

Ｉ
Ｃ
Ｓ
を
含
む
経
済
価
値
ベ
ー
ス

（
市
場
価
値
と
整
合
的
な
手
法
）
の

ソ
ル
ベ
ン
シ
ー
基
準
で
は
、
ま
ず
①

保
険
会
社
の
資
産
・
負
債
を
経
済
価

値
ベ
ー
ス
で
評
価
す
る
。
そ
の
上
で
、

②
ス
ト
レ
ス
環
境
下
で
発
生
す
る
リ

ス
ク
量
（
所
要
資
本
）
を
計
測
し
、

③
そ
れ
に
対
す
る
資
本
（
適
格
資

本
）
の
十
分
性
を
評
価
す
る
（
図
表

１
）。

　

Ｉ
Ｃ
Ｓ
は
、
グ
ル
ー
プ
の
資
本
十

分
性
に
関
す
る
監
督
上
の
議
論
の
た

め
の
「
共
通
言
語
」
を
創
出
す
る
も

の
だ
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｓ

の
意
義
と
し
て
、
主
に
以
下
の
３
点

が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

１
点
目
は
、
国
際
的
に
公
平
な
競

争
条
件
の
確
保
で
あ
る
。
保
険
会
社

の
国
際
展
開
が
進
む
中
で
、
異
な
る

保
険
グ
ル
ー
プ
が
同
じ
法
域
で
同
じ

ビ
ジ
ネ
ス
を
展
開
す
る
事
例
が
出
て

き
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
は
、
そ
う
し
た
場
合
で

も
、
各
グ
ル
ー
プ
が
拠
点
を
置
く
法

域
が
異
な
れ
ば
、
適
用
さ
れ
る
グ
ル

ー
プ
資
本
規
制
が
そ
れ
ぞ
れ
の
法
域

で
異
な
っ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
グ

ル
ー
プ
単
位
で
比
較
す
る
と
必
ず
し

も
整
合
的
な
評
価
が
な
さ
れ
な
か
っ

た
。
こ
れ
が
各
法
域
に
お
い
て
、
Ｉ

Ｃ
Ｓ
に
整
合
的
な
グ
ル
ー
プ
資
本
規

制
の
導
入
が
進
め
ば
、
拠
点
の
所
在

（注）　Margin Over Current Estimate（現在推計を超えるマージン）
（出所）　金融庁（図表２も同じ）

〔図表１〕 ＩＣＳの概要

計算前提（死亡率、
解約率、事故率、
金利等）は契約時
で固定。

計算前提を基準日
で再評価し、将来
の保険金支払い等
の現在価値を推計。

一定の要件（永
久性、償還可能
性等）を満たす
もの。一部算入
制限あり。

経済価値ベース
のバランスシー
トを利用して、
損保リスク、生
保リスク、巨大
災害リスク、信
用リスク、市場
リスク、オペリ
スクを計測。（相
関を考慮して合
算）

将来の保険金支払い
等の見積もりに伴う
不確実性を反映。

（時価、ただし 
責任準備金対
応債券等は簿
価）

（安全割増や 
危険準備金を
含む）

資本金（基金）
剰余金等

（時価評価）

有価証券

貸付金

日本の会計上のバランスシート 経済価値ベースのバランスシート

資産・負債を経済価値ベースで再評価

固定資産等

保険契約
準備金

資産

（現在推計）
保険負債

ＭＯＣＥ（注）

社債等
社債等

残額

計算前提（死亡率、解約率、事故率、金利等）は契約時で固定。

有価証券
（時価、ただし 責任準備金 対応債券等は簿価）

貸付金

固定資産等

保険契約
準備金

（安全割増や 危険準備金を含む）

社債等

資本金（基金）
剰余金等

日本の会計上のバランスシート

計算前提を基準日で再評価し、将来の保険金支払い等の現在価値を推計。

資産
（時価評価）

保険負債
（現在推計）

ＭＯＣＥ

社債等

残額

経済価値ベースのバランスシート

資産・負債を経済価値ベースで再評価

将来の保険金支払い等の見積もりに伴う不確実性を反映。

一定の要件（永久性、償還可能性等）を満たすもの。一部算入制限あり。

適格資本

経済価値ベースのバランスシートを利用して、損保リスク、生保リスク、巨大災害リスク、信用リスク、市場リスク、オペリスクを計測。（相関を考慮して合算）

所要資本

比率を算出

所要資本 適格資本

ＩＣＳ比率を算出
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保険分野で初となる国際資本基準

に
か
か
わ
ら
ず
、
同
じ
ビ
ジ
ネ
ス
は

整
合
的
に
評
価
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

　

２
点
目
は
、
リ
ス
ク
管
理
の
高
度

化
で
あ
る
。
後
述
す
る
と
お
り
、
Ｉ

Ｃ
Ｓ
は
経
済
価
値
ベ
ー
ス
の
考
え
方

に
基
づ
い
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
保

険
会
社
の
健
全
性
の
適
時
の
把
握
や

保
険
グ
ル
ー
プ
全
体
の
リ
ス
ク
の
網

羅
的
な
捕
捉
を
通
じ
て
、
保
険
会
社

の
リ
ス
ク
管
理
の
高
度
化
に
寄
与
す

る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

日
本
で
も
保
険
会
社
に
よ
る
経
済

価
値
ベ
ー
ス
の
内
部
管
理
の
導
入
が

進
ん
で
い
る
。
そ
う
し
た
企
業
に
お

い
て
は
経
済
価
値
ベ
ー
ス
の
資
本
規

制
の
導
入
に
よ
り
、
内
部
管
理
上
の

指
標
と
規
制
上
の
指
標
の
整
合
性
が

高
ま
る
。
導
入
し
て
い
な
い
会
社
に

お
い
て
も
そ
の
導
入
促
進
が
期
待
さ

れ
る
。

　

３
点
目
は
、
保
険
セ
ク
タ
ー
の
強

靭
性
の
向
上
で
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｓ
を
通

じ
、
各
法
域
の
資
本
規
制
の
収
斂
が

進
め
ば
、
保
険
グ
ル
ー
プ
の
健
全
性

に
係
る
国
際
的
な
比
較
可
能
性
が
向

上
し
、
当
局
間
の
よ
り
緊
密
な
監
督

上
の
連
携
・
協
力
に
資
す
る
と
考
え

ら
れ
る
。
加
え
て
、
経
済
価
値
ベ
ー

ス
の
評
価
を
通
じ
た
保
険
会
社
の
健

全
性
の
適
時
の
把
握
に
よ
り
、
早
期

の
監
督
介
入
が
可
能
と
な
る
。

健
全
性
指
標
の

算
定
手
法
に
係
る
特
徴

　

健
全
性
の
指
標
で
あ
る
Ｉ
Ｃ
Ｓ
比

率
は
、「
適
格
資
本
÷
所
要
資
本
」

と
し
て
算
出
さ
れ
る
。
こ
こ
で
は
、

算
出
の
基
礎
と
な
る
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
評
価
に
つ
い
て
説
明
し
た
上
で
、

主
要
素
で
あ
る
適
格
資
本
と
所
要
資

本
の
具
体
的
内
容
を
解
説
す
る
。

●
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
評
価

　

Ｉ
Ｃ
Ｓ
で
は
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

を
経
済
価
値
ベ
ー
ス
で
評
価
す
る
。

具
体
的
に
は
、
ま
ず
資
産
は
基
本
的

に
時
価
で
評
価
す
る
。
保
険
負
債
に

つ
い
て
は
、
二
つ
の
要
素
の
合
計
と

し
て
評
価
す
る
。
一
つ
目
は
、
基
準

日
時
点
の
情
報
に
基
づ
き
将
来
の
保

険
金
支
払
い
等
の
将
来
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
を
推
計
し
、
直
近
の
市
場
環

境
を
反
映
し
た
割
引
率
を
適
用
し
て

算
出
し
た
現
在
価
値
で
あ
る
「
現
在

推
計
」。
二
つ
目
は
、
当
該
推
計
に

伴
う
不
確
実
性
を
カ
バ
ー
す
る
た
め

の
「
Ｍ
Ｏ
Ｃ
Ｅ
（M

argin O
ver 

C
urrent E

stim
ate

＝
現
在
推
計
を

超
え
る
マ
ー
ジ
ン
）」
で
あ
る
。

●
適
格
資
本

　

適
格
資
本
は
、
リ
ス
ク
事
象
発
現

時
に
保
険
金
支
払
い
等
に
利
用
可
能

な
資
本
で
あ
り
、
そ
の
損
失
吸
収
能

力
や
利
用
可
能
性
に
応
じ
て
二
つ
の

階
層
（T

ier

）
に
分
類
さ
れ
る
。

T
ier1

資
本
（
注
１
）
は
、
継
続
企
業

の
前
提
（
ゴ
ー
イ
ン
グ
コ
ン
サ
ー

ン
）
お
よ
び
会
社
清
算
時
の
双
方
に

お
い
て
損
失
吸
収
可
能
な
資
本
要
素

か
ら
構
成
さ
れ
る
。T

ier2

資
本
は
、

会
社
清
算
時
の
み
に
お
い
て
損
失
吸

収
可
能
な
資
本
要
素
か
ら
構
成
さ
れ

る
。
各
資
本
要
素
の
質
に
応
じ
た
算

入
制
限
や
一
定
の
控
除
項
目
が
設
け

ら
れ
て
お
り
、
必
要
に
応
じ
て
経
済

価
値
ベ
ー
ス
の
純
資
産
か
ら
調
整
・

控
除
す
る
。

●
所
要
資
本

　

所
要
資
本
は
、
ス
ト
レ
ス
環
境
下

に
お
い
て
最
低
限
必
要
と
さ
れ
る
資

本
で
あ
り
、
保
有
期
間
１
年
、
99
・

５
％
の
信
頼
水
準
（
２
０
０
年
に
１

度
）
の
損
失
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
の

資
本
水
準
が
求
め
ら
れ
る
。
具
体
的

に
は
、
ま
ず
生
命
保
険
リ
ス
ク
、
損

害
保
険
リ
ス
ク
、
巨
大
災
害
リ
ス
ク
、

市
場
リ
ス
ク
、
信
用
リ
ス
ク
等
の
カ

テ
ゴ
リ
ー
ご
と
に
、
そ
の
水
準
に
基

づ
い
て
較
正
さ
れ
た
所
定
の
方
法
を

用
い
て
所
要
資
本
を
算
出
す
る
。
そ

の
上
で
、
リ
ス
ク
カ
テ
ゴ
リ
ー
間
の

相
関
関
係
や
、
ス
ト
レ
ス
環
境
下
で

軽
減
さ
れ
る
と
想
定
さ
れ
る
税
負
担

を
考
慮
し
た
上
で
全
体
の
所
要
資
本

を
算
出
す
る
。

米
国
が
開
発
す
る

ア
プ
ロ
ー
チ

　

他
方
で
米
国
は
、
米
国
市
場
の
実

態
を
反
映
す
る
た
め
と
し
て
、
保
険

会
社
の
連
結
ソ
ル
ベ
ン
シ
ー
比
率
の

計
算
で
用
い
る
Ａ
Ｍ
の
開
発
を
進
め

て
い
る
（
図
表
２
）。
米
国
Ａ
Ｍ
は
、

グ
ル
ー
プ
の
個
別
の
事
業
体
に
お
け

る
適
格
資
本
お
よ
び
所
要
資
本
を
、

必
要
に
応
じ
所
定
の
調
整
を
加
え
た

上
で
、
そ
れ
ぞ
れ
足
し
合
わ
せ
、
そ

の
比
率
を
計
算
す
る
手
法
で
あ
る
。

連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
に
基
づ
き
グ

ル
ー
プ
全
体
を
統
一
的
な
手
法
で
評

価
す
る
Ｉ
Ｃ
Ｓ
に
対
し
、
米
国
Ａ
Ｍ

で
は
、
グ
ル
ー
プ
の
ソ
ル
ベ
ン
シ
ー

評
価
は
グ
ル
ー
プ
の
各
事
業
体
に
適

用
さ
れ
る
現
地
規
制
に
依
拠
す
る
こ

と
と
な
る
。

　

こ
う
し
た
実
情
を
踏
ま
え
、
17
年

11
月
に
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
、
米
国
Ａ
Ｍ
が

Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
比
較
可
能
な
結
果
を
も
た

ら
す
か
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間
（
24

年
末
ま
で
）
に
評
価
す
る
こ
と
と
し

た
。
そ
し
て
、
仮
に
そ
の
よ
う
に
評
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価
さ
れ
た
場
合
に
は
、

米
国
Ａ
Ｍ
は
、
Ｉ
Ｃ

Ｓ
と
同
等
の
結
果
を

も
た
ら
す
ア
プ
ロ
ー

チ
と
見
な
さ
れ
得
る

こ
と
に
合
意
し
た
。

「
比
較
可
能
性
評

価
」
と
呼
ば
れ
る
こ

の
プ
ロ
セ
ス
は
、
米

国
Ａ
Ｍ
と
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の

枠
組
み
の
違
い
を
踏

ま
え
た
上
で
、
米
国

Ａ
Ｍ
に
よ
り
導
か
れ

る
結
果
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｓ

の
結
果
と
著
し
く
異

な
ら
な
い
か
を
評
価

す
る
こ
と
に
主
眼
を

置
い
て
い
る
。

　

以
降
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ

は
、「
比
較
可
能
な

結
果
」
の
定
義
お
よ

び
そ
れ
を
支
え
る
六

つ
の
ハ
イ
レ
ベ
ル
原

則
（
Ｈ
Ｌ
Ｐ
）
の
策

定
、
各
Ｈ
Ｌ
Ｐ
に
ひ

も
付
く
評
価
基
準
の

策
定
と
い
っ
た
作
業

を
進
め
て
き
た
。
そ

し
て
24
年
11
月
、
Ｉ

Ａ
Ｉ
Ｓ
は
執
行
委
員

会
に
お
い
て
、
同
年
の
年
次
総
会
に

Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
採
択
を
勧
告
す
る
こ
と
を

承
認
す
る
と
と
も
に
、
米
国
Ａ
Ｍ
の

比
較
可
能
性
評
価
を
終
了
し
た
こ
と

を
公
表
し
た
。

各
法
域
の
規
制
に
係
る 

実
施
評
価
の
フ
ェ
ー
ズ
へ

　

評
価
の
終
了
に
当
た
り
、
Ｉ
Ａ
Ｉ

Ｓ
は
公
表
文
を
発
出
し
、
米
国
Ａ
Ｍ

が
「
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
実
施
と
比
較
可
能
な

結
果
を
も
た
ら
す
土
台
を
提
供
す

る
」
と
結
論
付
け
た
。
同
時
に
、
米

国
Ａ
Ｍ
を
実
施
す
る
上
で
、「
金
利

リ
ス
ク
の
取
り
扱
い
」
お
よ
び
「
監

督
上
の
介
入
の
適
切
な
タ
イ
ミ
ン

グ
」
の
二
つ
の
分
野
に
お
け
る
米
国

に
よ
る
作
業
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
の
収
斂

を
確
保
す
る
助
け
と
な
る
と
表
明
し

た
。
ま
た
、
米
国
は
こ
う
し
た
作
業

を
適
切
な
方
法
で
行
う
こ
と
に
コ
ミ

ッ
ト
し
て
お
り
、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
今
後
、

Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
実
施
評
価
プ
ロ
セ
ス
の
一

環
と
し
て
米
国
に
よ
る
作
業
の
状
況

を
検
証
す
る
と
明
記
し
た
。

　

こ
の
結
論
の
背
景
に
つ
い
て
、
Ｉ

Ａ
Ｉ
Ｓ
は
併
せ
て
公
表
し
た
比
較
可

能
性
評
価
の
報
告
書
で
説
明
し
て
い

る
。
報
告
書
で
は
、
前
述
の
六
つ
の

Ｈ
Ｌ
Ｐ
の
う
ち
、
Ｈ
Ｌ
Ｐ
１
（
ビ
ジ

〔図表２〕 ＩＣＳと米国ＡＭを巡る議論の経緯
ＩＣＳ

G20サンクトペテルブルク・サミット首脳
宣言（仮訳、抜粋）
「われわれは、国際的に活動する保険グル
ープに対する、定量的な資本基準を含めた、
包括的なグループ一体としての監督規制枠
組みを構築するためのＩＡＩＳの更なる作
業を期待する。」

ＩＡＩＳは、上記のG20における議論や、
金融安定理事会の要請を踏まえ、国際的に
活動する保険グループのためのグループ監
督規制の枠組みの一環として、リスクベー
スのＩＣＳの開発を公表。

ＩＡＩＳは、複数回の市中協議文書の公表
および影響度調査を経て、「モニタリング期
間のためのＩＣＳ Version 2.0」に合意。Ｉ
ＡＩＳは、20 ～ 24年のモニタリング期間に
かけて、国際的に活動する保険グループ等
からＩＣＳ比率に関するデータを収集し、
ＩＣＳの計測手法や運用方法について検討
を実施。

ＩＡＩＳは、最終的なＩＣＳの仕様に関す
る市中協議文書を公表

ＩＡＩＳにおいて、ＩＣＳを最終化

米国合算手法

ＩＡＩＳは、米国における合算手法（ＡＭ）
の開発を踏まえ、以下に合意。
① ＩＡＩＳが、米国ＡＭがＩＣＳと比較可
能な結果をもたらすかをモニタリング期
間の終了（24年末）までに評価すること
② 仮に米国ＡＭがＩＣＳと比較可能と評価
された場合には、米国ＡＭは、ＩＣＳと
同等の結果をもたらすアプローチとして
見なされ得ること

ＩＡＩＳにおいて、比較可能性評価に係る
プロセスおよびタイムラインに合意

ＩＡＩＳにおいて、比較可能性評価に係る
基準の策定の指針となる、比較可能な結果
の定義および６つのハイレベル原則に合意

ＩＡＩＳにおいて、米国ＡＭのＩＣＳとの
比較可能性評価に係る基準に合意

ＩＡＩＳが比較可能性評価の開始を公表

ＩＡＩＳにおいて、米国ＡＭの比較可能性
評価を最終化

2013年９月

13年10月

17年11月

19年11月

21年３月

22年３月

23年６月

23年10月

24年末
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保険分野で初となる国際資本基準

ネ
ス
サ
イ
ク
ル
に
か
け
て
の
Ａ
Ｍ
と

Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
相
関
）、
Ｈ
Ｌ
Ｐ
２
（
Ａ

Ｍ
の
構
成
要
素
の
個
別
分
析
と
総
合

考
慮
）
お
よ
び
Ｈ
Ｌ
Ｐ
３
（
Ａ
Ｍ
の

保
守
性
）
に
つ
い
て
、
特
定
の
状
況

下
で
米
国
Ａ
Ｍ
が
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
異
な
る

結
果
を
提
供
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ

て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
、
い
く
つ
か
の
シ
ナ

リ
オ
、
特
に
金
利
の
変
化
が
、
米
国

生
保
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｇ
ｓ
の
Ａ
Ｍ
比
率
と
Ｉ

Ｃ
Ｓ
比
率
を
異
な
る
方
向
へ
変
化
さ

せ
得
る
こ
と
を
挙
げ
た
。
加
え
て
、

米
国
生
保
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｇ
ｓ
に
対
す
る
グ

ル
ー
プ
の
資
本
十
分
性
に
基
づ
く
監

督
介
入
に
つ
い
て
、
特
定
の
状
況
下

で
米
国
Ａ
Ｍ
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｓ
よ
り
も
常

に
保
守
的
で
は
な
い
可
能
性
が
あ
る

こ
と
も
指
摘
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
結
論
を
導
く
に
当
た
り
、

Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
、
将
来
予
定
さ
れ
て
い

る
資
本
規
制
の
変
更
を
考
慮
し
た
こ

と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
ま
た
、

米
国
が
最
終
的
な
Ａ
Ｍ
（
注
２
）
を

実
施
す
る
上
で
の
作
業
が
、
前
述
の

２
分
野
に
対
処
す
る
た
め
の
手
段
と

な
り
得
る
こ
と
も
認
識
し
た
と
す
る
。

　

Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
今
後
、
各
法
域
が
Ｉ

Ｃ
Ｓ
に
沿
っ
た
資
本
規
制
を
実
施
し

て
い
る
か
を
評
価
す
る
た
め
、
26
年

に
各
法
域
に
よ
る
自
己
評
価
を
実
施

し
た
上
で
、
27
年
に
対
象
を
絞
っ
た

法
域
の
集
中
的
な
評
価
を
開
始
す
る

こ
と
を
目
指
す
。
こ
れ
に
向
け
、
Ｉ

Ａ
Ｉ
Ｓ
は
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
実
施
評
価
メ
ソ

ド
ロ
ジ
ー
の
策
定
等
を
進
め
て
い
く

予
定
で
あ
る
。

　

Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
、
米
国
Ａ
Ｍ
に
つ
い

て
も
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
実
施
と
位
置
付
け
て

い
る
。
そ
の
実
施
評
価
は
、
Ａ
Ｍ
の

特
有
性
に
も
焦
点
を
当
て
つ
つ
、
他

法
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｓ
実
施
評
価
と

同
じ
タ
イ
ミ
ン
グ
で
行
わ
れ
、
整
合

的
な
実
施
評
価
メ
ソ
ド
ロ
ジ
ー
の
対

象
と
な
る
。

　

日
本
に
お
い
て
も
、
Ｉ
Ｃ
Ｓ
最
終

化
を
踏
ま
え
、
保
険
会
社
に
対
す
る

新
た
な
資
本
規
制
で
あ
る
経
済
価
値

ベ
ー
ス
の
ソ
ル
ベ
ン
シ
ー
規
制
を
25

年
度
に
導
入
し
、
26
年
３
月
期
決
算

か
ら
適
用
す
る
予
定
で
あ
る
。

生
保
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る

構
造
的
変
化
へ
の
対
応
も
重
要

　

Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
着
実
な
実
施
は
重
要
課

題
で
あ
る
が
、
国
際
保
険
規
制
を
巡

っ
て
は
、
そ
の
ほ
か
に
も
特
筆
す
べ

き
課
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

一
つ
が
生
保
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
構

造
的
変
化
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、

オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
資
産
へ
の
投
資
配

分
の
増
加
と
、
資
産
集
約
型
再
保
険

（A
sset-In

ten
sive R

ein
su

r-
ance

）
の
活
用
の
増
加
が
挙
げ
ら
れ

る
。
資
産
集
約
型
再
保
険
で
は
、
保

険
負
債
に
関
連
す
る
バ
イ
オ
メ
ト
リ

ッ
ク
・
リ
ス
ク
（
死
亡
、
長
寿
等
）

だ
け
で
は
な
く
、
運
用
リ
ス
ク
も
出

再
保
険
会
社
か
ら
受
再
保
険
会
社
に

移
転
す
る
点
が
特
徴
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
取
引
に
は
メ
リ
ッ
ト
が

あ
る
と
さ
れ
る
一
方
、
リ
ス
ク
や
課

題
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
オ
ル
タ
ナ

テ
ィ
ブ
資
産
へ
の
投
資
に
つ
い
て
は
、

評
価
の
裁
量
性
や
流
動
性
リ
ス
ク
、

隠
れ
た
レ
バ
レ
ッ
ジ
、
運
用
会
社
が

同
じ
保
険
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
場
合

の
利
益
相
反
リ
ス
ク
等
が
挙
げ
ら
れ

る
。
資
産
集
約
型
再
保
険
に
つ
い
て

は
、
一
部
の
法
域
・
会
社
へ
の
集
中

リ
ス
ク
や
、
取
引
の
複
雑
化
、
出
再

解
除
に
伴
う
リ
ス
ク
、
規
制
裁
定
を

目
的
と
し
て
い
る
可
能
性
等
で
あ
る
。

　

Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は
近
年
、
マ
ク
ロ
プ
ル

ー
デ
ン
ス
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
ら
の

ト
レ
ン
ド
へ
の
関
心
を
強
め
て
お
り
、

年
次
の
グ
ロ
ー
バ
ル
保
険
市
場
レ
ポ

ー
ト
（
Ｇ
Ｉ
Ｍ
Ａ
Ｒ
）
に
お
い
て
分

析
を
公
表
し
て
き
た
。
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
は

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
沿
っ
て
、
こ
う
し

た
課
題
に
係
る
議
論
を
継
続
し
て
い

く
予
定
で
あ
る
。
金
融
庁
と
し
て
も
、

国
内
の
状
況
も
踏
ま
え
つ
つ
議
論
に

参
画
し
て
い
き
た
い
。

（
注
）１　

法
定
会
計
上
は
認
識
し
て
い
な

い
先
述
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
評
価
で

生
じ
た
評
価
損
益
を
含
む
。

２　

比
較
可
能
性
評
価
に
使
用
さ
れ

た
Ａ
Ｍ
の
仕
様
は
暫
定
的
な
も
の
と

さ
れ
る
。

お
お
は
ら　

や
す
あ
き

12
年
金
融
庁
入
庁
。
総
合
政
策
局
総

合
政
策
課
課
長
補
佐
（
金
融
経
済
教

育
担
当
）、
Ｉ
Ａ
Ｉ
Ｓ
事
務
局
へ
の

出
向
、
監
督
局
保
険
課
課
長
補
佐

（
保
険
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
室
）
等
を
経

て
、
24
年
７
月
か
ら
現
職
。

さ
か
も
と　

え
い
き

14
年
に
外
資
系
生
命
保
険
会
社
に
入

社
、
そ
の
後
大
手
監
査
法
人
、
金
融

庁
総
合
政
策
局
総
務
課
国
際
室
を
経

て
、
25
年
１
月
か
ら
現
職
。
日
本
ア

ク
チ
ュ
ア
リ
ー
会
正
会
員
、
Ｃ
Ｅ
Ｒ

Ａ
資
格
保
有
。
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